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表紙

第82回
定 時 株 主 総 会
招集ご通知

株主総会にご来場の株主様へのお土産のご
用意はございません。何卒ご理解ください
ますようお願い申し上げます。

　

　日 時
令和５年６月29日（木曜日）
午前10時

　場 所
東京都千代田区神田三崎町二丁目５番３号
当社本店

　決 議 事 項
第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役12名選任の件
第３号議案 補欠監査役 1 名選任の件

証券コード　1815



株主の皆さまへ
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株主の皆さまへ、目次

　株主の皆さまには、平素より格別のご高配を賜り

ありがたく厚く御礼申し上げます。

　当社第82回定時株主総会を令和５年６月29日

（木曜日）に開催いたしますので、ここに招集のご

通知をお届けいたします。

　また、当期（令和４年４月１日から令和５年３月

31日まで）の当社グループの現況に関する事項等

につきご報告申し上げますのでご高覧ください。

代表取締役社長

目 次
▌第82回定時株主総会招集ご通知 ………………… 2

▌議決権行使方法のご案内 ………………………… 4

▌株主総会参考書類
第１号議案 剰余金の処分の件 ………………… 6
第２号議案 取締役12名選任の件 ……………… 7
第３号議案 補欠監査役 1 名選任の件 ………… 16

　

（添付書類）

▌事業報告 …………………………………………… 17

▌連結計算書類 ……………………………………… 31

▌計算書類 …………………………………………… 33

▌監査報告 …………………………………………… 35
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招集ご通知

証券コード：１８１５
令和５年６月8日

株　主　各　位
東京都千代田区神田三崎町二丁目５番３号

鉄建建設株式会社
代表取締役社長 伊藤泰司

当社ウェブサイト　https://www.tekken.co.jp/

東京証券取引所ウェブサイト
https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show

第82回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、当社第82回定時株主総会を下記により開催いたしますので、ご通知申し上げます。

本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につ
いて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりますので、
以下のウェブサイトにアクセスのうえ、ご確認くださいますようお願い申し上げます。

（上記ウェブサイトにアクセスいただき、「IR情報」「株主総会」を順に選択いただき、ご確認くださ
い。）

また、電子提供措置事項は、当社ウェブサイトのほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイト
にも掲載しておりますので、以下よりご確認ください。

（上記の東証ウェブサイトにアクセスいただき、「銘柄名（会社名）」に「鉄建建設」又は「コード」に当
社証券コード「1815」を入力・検索し、「基本情報」「縦覧書類/PR情報」を順に選択して、「縦覧書類」
にある「株主総会招集通知/株主総会資料」欄よりご確認ください。）
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招集ご通知

１　日　　時 令和５年６月29日（木曜日）午前10時

２　場　　所 東京都千代田区神田三崎町二丁目５番３号　当社本店
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３　目的事項

報告事項 １. 第82期（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）
事業報告の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監査役会の
連結計算書類監査結果の報告の件

２. 第82期（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）
計算書類の内容の報告の件

決議事項 第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役12名選任の件
第３号議案 補欠監査役 1 名選任の件

※電子提供措置事項の、事業報告、連結計算書類及び計算書類に記載すべき事項のうち、次に掲げる事項については、法令及び当社定款
第14条の規定に基づき、書面交付請求をいただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、本株主総会では書面
交付請求の有無にかかわらず、株主様には電子提供措置事項から下記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りしております。

　① 業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況　② 連結株主資本等変動計算書　③ 連結注記表　④ 株主資本等変動計算
書　⑤ 個別注記表

　従いまして、当該書面に記載している事業報告、連結計算書類及び計算書類は、監査役が監査報告を、会計監査人が会計監査報告を作
成するに際して監査した対象書類の一部であります。

※電子提供措置事項に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト及び東京証券取引所ウェブサイトに掲載させていただ
きます。

なお、当日ご出席に代えて、書面またはインターネットによって議決権を行使することができま
すので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、４頁から５頁に記載の「議決権行
使方法のご案内」にしたがって、令和５年６月28日（水曜日）営業時間終了の時（午後５時15分）
までに議決権をご行使くださいますようお願い申し上げます。

敬具

記

以上
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議決権行使方法のご案内

◆ 株主総会にご出席される場合
議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください。（ご捺印は不要です。）

日　　時 　▶ 令和５年６月29日（木曜日）午前10時

場　　所 　▶ 東京都千代田区神田三崎町二丁目５番３号　当社本店
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

◆ 書面（郵送）で議決権を行使される場合
議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示のうえ、切手を貼らずにご投函ください。

行使期限 　▶ 令和５年６月28日（水曜日）午後５時15分 到着分まで

議決権行使方法のご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの重要な権利です。
後記の株主総会参考書類（６頁～16頁）をご検討のうえ、
下記いずれかの方法で議決権の行使をお願いいたします。

議決権の行使のお取扱いについて
・議決権行使書用紙において、各議案につき賛否のご表示のない場合は、「賛」の意思表示があったものとしてお取扱いいたします。
・�書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使をされた場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権
行使としてお取扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使をされた場合は、最後に行われたもの
を有効な議決権行使としてお取扱いいたします。

こちらに、各議案の賛否をご記入ください。

⃝賛成の場合 ｢賛｣ の欄に○印
⃝否認する場合 ｢否｣ の欄に○印

⃝全員賛成の場合 ｢賛｣ の欄に○印
⃝全員否認する場合 ｢否｣ の欄に○印
⃝一部の候補者を
　否認する場合

｢賛｣ の欄に○印をし、
否認する候補者の番号を
ご記入ください。

第１､３号議案

第２号議案

議決権行使書のご記入方法のご案内

）
線

取

切
（

個株主番号 議決権行使個数
議 決権行使書

御中鉄建建設株式会社

令和○年○月○日

鉄建建設株式会社

お　願　い

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○

　○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○

○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○
○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○○
○○○○○○○○○

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

議　案 第２号
議　案

下の候補
者を除く（ ）

欄
示
表
否
賛 賛

第１号
議　案

賛

否

第３号
議　案

賛

否 否

見 本
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議決権行使方法のご案内

◆ インターネットにより議決権を行使される場合
下記記載の案内にしたがって、議案の賛否をご入力ください。

行使期限 　▶ 令和５年６月28日（水曜日）午後５時15分まで

QRコードを読み取る方法
「スマート行使」

議決権行使コード・パスワードを
入力する方法

みずほ信託銀行　証券代行部　インターネットヘルプダイヤル
 0120-768-524

（受付時間　年末年始を除く午前9時～午後9時）

インターネットによる議決権行使で
パソコンやスマートフォン、携帯電話の操作方法などが
ご不明な場合は、右記にお問い合わせください。

議決権行使
ウェブサイト https://soukai.mizuho-tb.co.jp/

以降は画面の案内にしたがって賛否をご入力ください。2

「スマート行使」の議決権行使は1回のみ。
議決権行使後に行使内容を変更する場合は、お手数ですがPC向けサイ
トへアクセスし、議決権行使書用紙に記載の「議決権行使コード」・

「パスワード」を入力してログイン、再度議決権行使をお願いいたします。
※‌�QRコードを再度読み取っていただくと、PC向けサイトへ遷移できます。

議決権行使書用紙右下に記載のQRコードを読み取ってください。1
議 決 権 行 使 書

御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

議 決 権 行 使 書
御中

株主番号　○○○○○○○○ 　議決権の数 XX 個

スマートフォン用
議決権行使
ウェブサイト
ログインQRコード

1.　

2.

3.

4.　

○○○○○○○

（
切
取
線
）

○○○○

○○○○○○○

××××年　×月××日

※‌�「QRコード」は株式会社デンソーウェーブの登録商標です。

議決権行使コード及びパスワードを入力することなく議決権行使
ウェブサイトにログインすることができます。

すべての会社提案議案に
ついて「賛成」する

各議案について
個別に指示する

以降は画面の案内に従って賛否をご入力ください。4

議決権行使ウェブサイトにアクセスしてください。1

「次へすすむ」をクリック
議決権行使書用紙に記載された

「議決権行使コード」をご入力ください。
2

「議決権行使コード」
を入力

「次へ」をクリック
議決権行使書用紙に記載された

「パスワード」をご入力ください。
3

「初期パスワード」
を入力

実際にご使用になる
新しいパスワードを
設定してください

「登録」をクリック

【機関投資家の皆さまへ】
　機関投資家の皆さまは、株式会社ICJの運営する機関投資家向け議決権電子行使プラットフォームをご利用いただくことが可能です。
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剰余金処分議案

第１号議案 剰余金の処分の件

　当社は、総合建設業としての技術革新と競争力を保持するため、人的資源及び技術研究開発な
どへの成長投資による経営基盤の強化を図り、株主様に対する利益還元についても安定かつ充実
した配当の継続を重視する利益配分を基本方針としています。
　当期の期末配当につきましては、当期の業績及び今後の経営環境等を総合的に勘案し、以下の
とおりといたしたいと存じます。

⑴ 配当財産の種類
金銭

⑵ 配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき80円　総額1,246,947,760円

⑶ 剰余金の配当が効力を生じる日
令和５年６月30日

6
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取締役選任議案、補欠監査役選任議案

第２号議案 取締役12名選任の件

候補者番号 氏　　　　名 当社における現在の地位及び担当 当社における本総会後の
地位及び担当（予定）

１
　

はやし

林
 

　
 

　
 

 
や す お

康雄 再任
　

取締役会長 取締役会長

２
　

い と う

伊藤
 

　
 

 
や す し

泰司 再任
　

代表取締役社長　執行役員社長 代表取締役社長　執行役員社長

３
　

た か

髙
は し

橋
 

　
 

 
あ き ひ ろ

昭宏 再任
　

代表取締役　執行役員副社長兼

ＤＸ推進室長

代表取締役　執行役員副社長兼

ＤＸ推進室長

４
　

せ し た

瀬下
 

　
 

 
こ う じ

耕司 再任
　

取締役　常務執行役員建築本部長 取締役　常務執行役員建築本部長

５
　

し ょ う じ

東海林 
な お と

直人 再任
　

取締役　常務執行役員経営企画本

部長兼人材開発室長

取締役　常務執行役員経営企画本

部長兼人材開発室長

６
　

く さ

草
か り

刈　 
あ き

昭
ひ ろ

博 再任
　

取締役　常務執行役員管理本部長 取締役　常務執行役員管理本部長

７
　

お お

大
ば

場　 
ひ で

秀
ひ こ

彦 新任
　

常務執行役員土木本部長 取締役　常務執行役員土木本部長

８
　

い け だ

池田
 

　
 

 
か つ ひ こ

克彦 再任
　

社外
　

独立
　

社外取締役 社外取締役

９
　

お お う ち

大内
 

　
 

 
ま さ ひ ろ

雅博 再任
　

社外
　

独立
　

社外取締役 社外取締役

10
　

と み た

富田
 

 
み え こ

美栄子 再任
　

社外
　

独立
　

社外取締役 社外取締役

11
　

さ い

齊
と う

藤 　　
まこと

誠 再任
　

社外
　

社外取締役 社外取締役

12
　

せ き

関
や

谷　 
え

恵
み

美 再任
　

社外
　

独立
　

社外取締役 社外取締役

再任
　

再任取締役候補者 新任
　

新任取締役候補者 社外
　

社外取締役候補者 独立
　

東京証券取引所の定めに基づく独立役員

　取締役全員（12名）は、本総会の終結の時をもって任期満了となります。つきましては、取締役12名の選任
をお願いするものであります。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

7
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１
候補者番号

　

はやし

林
 

　
 

　
や す お

康雄 昭和27年７月10日生
再任

　
所有する当社の株式の数

14,800株
取締役会への出席状況

１３回／１４回

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和    50年    4 月 日本国有鉄道入社
平成    12年    11月 東日本旅客鉄道株式会社総合企画本

部投資計画部長
平成    15年    6 月 同社理事八王子支社長
平成    18年    6 月 同社理事建設工事部長
平成    19年    6 月 同社取締役　建設工事部長
平成    21年    4 月 同社常務取締役　鉄道事業本部副本

部長　建設工事部長
平成    21年    6 月 同社常務取締役　鉄道事業本部副本

部長　

平成    24年    6 月 同社常務取締役　鉄道事業本部副本
部長　総合企画本部復興企画部担当
鉄道事業本部信濃川発電所業務改善
推進部担当　建設工事部担当（平成
25年６月退任）

平成    20年    6 月 当社社外取締役（平成21年３月退
任）

平成    25年    6 月 当社代表取締役　執行役員副社長
平成    26年    6 月 当社代表取締役社長　執行役員社長
平成    30年    6 月 当社代表取締役会長
令和    3 年    6 月 当社取締役会長（現任）
　

２
候補者番号

　

い と う

伊藤
 

　
や す し

泰司 昭和31年２月20日生
再任

　
所有する当社の株式の数

5,400株
取締役会への出席状況

１４回／１４回

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和    53年    4 月 日本国有鉄道入社
平成    15年    6 月 東日本旅客鉄道株式会社東京工事事

務所上信越工事事務所長
平成    16年    6 月 同社東京工事事務所長
平成    18年    6 月 同社理事長野支社長
平成    20年    6 月 同社執行役員長野支社長
平成    21年    6 月 同社執行役員建設工事部長（平成24

年６月退任）

平成    21年    6 月 当社社外取締役　

平成    24年    6 月 当社取締役　常務執行役員鉄道統括
室長兼土木本部担当兼建築本部担当

平成    25年    4 月 当社取締役　専務執行役員鉄道統括
室長兼土木本部担当兼建築本部担当

平成    27年    4 月 当社取締役　執行役員副社長鉄道統
括室長兼土木本部担当兼建築本部担
当

平成    27年    6 月 当社取締役　執行役員副社長
平成    28年    6 月 当社代表取締役　執行役員副社長
平成    30年    6 月 当社代表取締役社長　執行役員社長

（現任）
　

取 締 役 候 補 者（１２名）

8
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３
候補者番号

　

た か

髙
は し

橋
 

　
あ き ひ ろ

昭宏 昭和31年１月15日生

再任
　

所有する当社の株式の数
8,200株

取締役会への出席状況
１４回／１４回

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和    54年    4 月 当社入社
平成    21年    4 月 当社経営戦略室経営企画部長
平成    24年    4 月 当社執行役員土木本部副本部長（全

般）兼土木部長
平成    25年    4 月 当社執行役員東北支店長
平成    28年    4 月 当社執行役員東京鉄道支店副支店長

（全般）

　

平成    29年    4 月 当社常務執行役員東京鉄道支店副支
店長（全般）

平成    30年    4 月 当社常務執行役員土木本部長
平成    30年    6 月 当社取締役　常務執行役員土木本部

長
令和    元年    6 月 当社代表取締役　執行役員副社長
令和    3 年    4 月 当社代表取締役　執行役員副社長兼

ＤＸ推進室長（現任）

　

４
候補者番号

　

せ し た

瀬下
 

　
こ う じ

耕司 昭和34年５月22日生

再任
所有する当社の株式の数

4,200株
取締役会への出席状況

１４回／１４回
▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和    58年    4 月 当社入社
平成    22年    4 月 当社関越支店建築部長
平成    25年    4 月 当社東京鉄道支店建築部長
平成    28年    4 月 当社建築本部建築部長

　

平成    29年    4 月 当社執行役員建築本部副本部長（工
事担当）兼建築部長

平成    31年    4 月 当社常務執行役員建築本部長
令和    元年    6 月 当社取締役　常務執行役員建築本部

長（現任）

　

9
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５
候補者番号

　

し ょ う じ

東海林
 

 
な お と

直人 昭和36年４月５日生

再任
　

所有する当社の株式の数
5,900株

取締役会への出席状況
１４回／１４回

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和    60年    4 月 当社入社
平成    21年    4 月 当社東北支店土木部長
平成    22年    4 月 当社東北支店土木部長兼安全品質環

境部長
平成    26年    10月 当社経営戦略室経営企画部長
平成    29年    4 月 当社土木本部土木企画部長
平成    29年    11月 当社土木本部土木部長
平成    31年    4 月 当社執行役員大阪支店長　

令和    3 年    4 月 当社常務執行役員経営企画本部長
令和    3 年    6 月 当社取締役　常務執行役員経営企画

本部長
令和    3 年    9 月 当社取締役　常務執行役員経営企画

本部長兼サステナビリティ推進室副
室長

令和    4 年    4 月 当社取締役　常務執行役員経営企画
本部長

令和    5 年    4 月 当社取締役　常務執行役員経営企画
本部長兼人材開発室長（現任）

　

６
候補者番号

　

く さ

草
か り

刈
 

　
あ き

昭
ひ ろ

博 昭和35年３月９日生

再任
　

所有する当社の株式の数
2,300株

取締役会への出席状況
１１回／１１回

（令和４年６月就任後）

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和57年    4 月 当社入社
平成25年    4 月 当社管理本部財務部長
平成30年    4 月 当社管理本部財務部長兼建築本部・

管理本部不動産開発室開発部長
平成31年    4 月 当社執行役員管理本部副本部長兼財

務部長兼建築本部・管理本部不動産
開発室開発部長

令和    2 年    4 月 当社執行役員管理本部副本部長兼財
務部長兼建築本部・管理本部不動産
開発室長　

令和    3 年    4 月 当社執行役員管理本部副本部長（全
般）兼建築本部・管理本部不動産開
発室長

令和    4 年    4 月 当社常務執行役員管理本部長兼建築
本部・管理本部不動産開発室長

令和    4 年    6 月 当社取締役　常務執行役員管理本部
長兼建築本部・管理本部不動産開発
室長

令和    5 年    4 月 当社取締役　常務執行役員管理本部
長（現任）

　

10



2023/05/30 11:58:31 / 22947206_鉄建建設株式会社_招集通知_電子提供措置用

取締役選任議案、補欠監査役選任議案

７
候補者番号

　

お お

大
ば

場　
ひ で

秀
ひ こ

彦 昭和36年6月29日生

新任
　

所有する当社の株式の数
1,700株

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和59年    4 月 当社入社
平成30年    4 月 当社土木本部土木部工事管理部長
平成31年    4 月 当社名古屋支店次長兼土木本部土木

部工事管理部長

　

令和    元年    7 月 当社名古屋支店次長兼土木部長
令和    2 年    4 月 当社執行役員名古屋支店長
令和    5 年    4 月 当社常務執行役員土木本部長（現

任）
　

８
候補者番号

　

い け だ

池田
 

　
か つ ひ こ

克彦 昭和28年２月12日生

再任
社外
独立

　

所有する当社の株式の数
－

取締役会への出席状況
１３回／１４回

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和    51年    4 月 警察庁入庁
平成    19年    8 月 警察庁警備局長
平成    22年    1 月 警視総監
平成    23年    10月 株式会社損害保険ジャパン顧問
平成    24年    9 月 原子力規制庁長官
平成    27年    11月 日本生命保険相互会社特別顧問　

平成    29年    6 月 株式会社テレビ朝日ホールディング
ス社外取締役（監査等委員）
(現任）

平成    29年    6 月 株式会社テレビ朝日社外監査役
（現任）

平成    29年    6 月 公益財団法人日本道路交通情報セン
ター理事長（現任）

平成    28年    6 月 当社社外取締役（現任）　

11
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９
候補者番号

　

お お う ち

大内
 

　
ま さ ひ ろ

雅博 昭和43年１月17日生

再任
社外
独立

　

所有する当社の株式の数
－

取締役会への出席状況
１４回／１４回

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
平成    5 年    4 月 東京電力株式会社入社
平成    9 年    10月 東京大学助手
平成    10年    4 月 高知工科大学講師
平成    13年    10月 高知工科大学助教授　

平成    19年    4 月 高知工科大学准教授
平成    25年    8 月 高知工科大学教授
令和    5 年    4 月 高知工科大学教授システム工学群

副学群長（現任）

平成    28年    6 月 当社社外取締役（現任）　

10
候補者番号

　

と み た

富田
 

 
み え こ

美栄子 昭和29年８月15日生

再任
社外
独立

　

所有する当社の株式の数
－

取締役会への出席状況
１１回／１４回

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和    55年    4 月 弁護士登録
昭和    55年    4 月 西・井関法律事務所（現 西綜合法

律事務所）入所
平成    7 年    4 月 社団法人神奈川学習障害研究協会

監事
平成    13年    4 月 東京地方裁判所民事調停委員

（現任）
平成    16年    4 月 昭和女子大学講師
平成    19年    10月 司法試験委員・民事訴訟法　

平成    24年    6 月 森永乳業株式会社社外監査役
平成    29年    4 月 西綜合法律事務所代表（現任）
令和    元年    6 月 株式会社日清製粉グループ本社社

外取締役（監査等委員）（現任）
令和    2 年    6 月 ファナック株式会社社外取締役

（監査等委員）（現任）
令和    3 年    6 月 東京電力パワーグリッド株式会社

社外監査役（現任）

令和    3 年    6 月 当社社外取締役（現任）
　

12
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11
候補者番号

　

さ い

齊
と う

藤　
 

　
まこと

誠 昭和43年10月27日生

再任
社外

　
所有する当社の株式の数

－

取締役会への出席状況
１１回／１１回

（令和４年６月就任後）

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
平成    3 年    4 月 東日本旅客鉄道株式会社入社
平成    24年    6 月 同社水戸支社総務部長
平成    27年10月 同社東京工事事務所次長
平成    28年    6 月 同社建設工事部次長

　

平成29年    6 月 同社建設工事部担当部長
令和    2 年    6 月 同社総合企画本部投資計画部担当

部長
令和    4 年    6 月 同社執行役員建設工事部長（現

任）

令和    4 年    6 月 当社社外取締役（現任）
　

12
候補者番号

　

せ き

関
や

谷
 

　
え

恵
み

美 昭和35年８月17日生

再任
社外
独立

　

所有する当社の株式の数
－

取締役会への出席状況
１０回／１１回

（令和４年６月就任後）

▎略歴、当社における地位、担当（重要な兼職の状況）
昭和60年    4 月 株式会社ＯＡメイト取締役
平成    9 年    1 月 株式会社アイセス取締役
平成11年    1 月 株式会社アイセス常務取締役
平成    13年    1 月 株式会社アイセス専務取締役
平成15年    9 月 株式会社アイルネット代表取締役社

長

　

平成17年    4 月 ＰＣＩホールディングス株式会社
取締役

平成28年10月 株式会社アイルネット代表取締役
会長

平成29年10月 日本グリーン電力開発株式会社代
表取締役会長（現任)

令和    4 年    6 月 当社社外取締役（現任）
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氏名
取締役に期待するスキル

企業経営 財務会計 技術・
ＩＣＴ

営業
マーケ

ティング

法務
コンプライ

アンス
海外事業 サステナ

ビリティ
人材開発
ダイバー
シティ

林　　 康雄 ● ● ● ● ● ● ●

伊藤　 泰司 ● ● ● ● ● ● ●

髙橋　 昭宏 ● ● ● ● ● ●

瀬下　 耕司 ● ● ● ● ● ●

東海林 直人 ● ● ● ●

草刈　 昭博 ● ● ● ●

大場　 秀彦 ● ● ● ● ● ●

池田　 克彦 ● ● ●

大内　 雅博 ● ● ●

富田 美栄子 ● ● ●

齊藤　　 誠 ● ● ●

関谷　 恵美 ● ● ●

【ご参考】

　第２号議案が承認された後の取締役に特に期待する知識・経験・能力（スキルマトリックス）
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（注）１. 取締役候補者池田克彦氏、大内雅博氏、富田美栄子氏、齊藤誠氏及び関谷恵美氏は、社外取締役候補者であります。
２. 社外取締役候補者とした理由及び期待される役割の概要
（１）池田克彦氏は、警察関係の要職を歴任された豊富な経験と幅広い見識を有する方であり、それを当社の経営に活かしていただきた

いため、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏にはその豊富な経験と幅広い見識に基づき、客観的な立場から
提言をいただくこと、特にリスク管理及びコンプライアンス体制の向上に対する助言をいただくことなどを期待しております。な
お、同氏は直接会社経営に関与された経験はありませんが、上記の理由により社外取締役として、その職務を適切に遂行できるも
のと判断しております。

（２）大内雅博氏は、学術部門での経験を通じて培われた高い見識を有する方であり、それを当社の経営に活かしていただきたいため、
社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏にはその高い見識に基づき、客観的な立場から提言をいただくこと、特
に当社現場施工部門や技術開発部門への助言をいただくことなどを期待しております。なお、同氏は直接会社経営に関与された経
験はありませんが、上記の理由により社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

（３）富田美栄子氏は、弁護士として培われた豊富な経験と知識を有する方であり、それを当社の経営に活かしていただきたいため、社
外取締役として選任をお願いするものであります。同氏にはその豊富な経験と知識に基づき、客観的な立場から提言をいただくこ
と、特にコーポレート・ガバナンス充実のための助言をいただくことなどを期待しております。なお、同氏は直接会社経営に関与
された経験はありませんが、上記の理由により社外取締役として、その職務を適切に遂行できるものと判断しております。

（４）齊藤誠氏は、建設工事部門等において培われた豊富な経験と知識を有する方であり、それを当社の経営に活かしていただきたいた
め、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏にはその豊富な経験と知識に基づき、客観的な立場から提言をいた
だくこと、特に鉄道事業者としての視点から助言をいただくことなどを期待しております。

（５）関谷恵美氏は、ＩＴ業界ほか建設業以外での経歴を有する方であり、取締役や社長を歴任するなど、経営者として培われた豊富な
知識と経験を当社の経営に活かしていただきたいため、社外取締役として選任をお願いするものであります。同氏にはその豊富な
経験と知識に基づき、特に建設業以外での経営者の視点から助言をいただくことなどを期待しております。

３. 取締役候補者池田克彦氏、大内雅博氏、富田美栄子氏、齊藤誠氏及び関谷恵美氏は、現在、当社の社外取締役でありますが、社外取
締役としての在任期間は、本総会の終結の時をもって、池田克彦氏及び大内雅博氏は7年、富田美栄子氏は2年、齊藤誠氏及び関谷
恵美氏は１年となります。

４. 取締役候補者齊藤誠氏は、東日本旅客鉄道株式会社の執行役員建設工事部長であり、同社は、当社の主要株主であり、特定関係事業
者であります。その他の取締役候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。

５. 当社は取締役候補者池田克彦氏、大内雅博氏、富田美栄子氏、齊藤誠氏及び関谷恵美氏との間で、当社定款及び会社法第427条第１
項の規定に基づき、法令に定める限度まで損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結しております。なお、池田克彦氏、大内雅博
氏、富田美栄子氏、齊藤誠氏及び関谷恵美氏の再任が承認された場合、当社は５氏との間で当該契約を継続する予定であります。

６. 当社は、当社取締役を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関
し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害を当該保険により塡補することとして
おります。すべての取締役候補者は、取締役に選任された場合、当該役員等賠償責任保険契約の被保険者となる予定であります。な
お、当該契約は、令和５年７月に更新される予定であります。

７. 取締役候補者池田克彦氏、大内雅博氏、富田美栄子氏及び関谷恵美氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立要件を満たしており、
当社は４氏を独立役員として同取引所に届け出ております。なお、池田克彦氏、大内雅博氏、富田美栄子氏及び関谷恵美氏の再任が
承認された場合、引き続き独立役員とする予定であります。
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取締役選任議案、補欠監査役選任議案

第３号議案 補欠監査役１名選任の件

た な か

田中
 

　
と し ひ さ

俊久 昭和33年6月6日生 社外
独立

　

所有する当社の株式の数
800株

▎略歴（重要な兼職の状況）
昭和    57年    4 月 東京国税局入局
平成    28年    7 月 館山税務署署長
平成    29年    7 月 東京国税局課税第一部資料調査第四

課課長

　

平成    30年    7 月 柏税務署署長
令和    元年    7 月 税理士開業（現任）
令和    2 年    4 月 東京富士大学教授（現任）　

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、あらかじめ補欠監査役１名の選任を
お願いするものであります。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

補 欠 監 査 役 候 補 者（１名）

（注）１. 田中俊久氏と当社との間に特別の利害関係はありません。
２. 田中俊久氏は、補欠の社外監査役候補者であります。
３. 田中俊久氏を補欠の社外監査役候補者とした理由は、長年にわたる税務部門及び税理士として培われた専門知識と豊富な経験を当社

の監査に活かしていただきたいためであります。なお、同氏は直接会社経営に関与した経験はありませんが、上記の理由により社外
監査役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

４. 田中俊久氏が監査役に就任した場合、当社は同氏との間で当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、法令に定める限度ま
で損害賠償責任を限定する責任限定契約を締結する予定であります。

５. 当社は、当社監査役を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務の執行に関
し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害を当該保険により塡補することとして
おります。田中俊久氏が監査役に就任した場合、当該役員等賠償責任保険契約の被保険者となる予定です。なお、当該契約は、令和
５年７月に更新される予定であります。

６. 田中俊久氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立要件を満たしており、同氏が社外監査役として就任した場合、当社は同氏を独立
役員として同取引所に届け出る予定であります。

以　上
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事業の状況、財産及び損益の状況

１ 企業集団の現況

１
　 事業の経過及び成果

部　門 前事業年度繰越高 当事業年度受注高 当事業年度売上高 翌事業年度繰越高

建設事業

土木 140,519 97,773 84,632 153,661
建築 94,746 90,097 72,389 112,454
計 235,266 187,871 157,022 266,115

兼業事業 － － 331 －
合計 235,266 187,871 157,354 266,115

事業報告（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）

⑴ 当事業年度の事業の状況

　当連結会計年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響は残るものの行動制限が緩
和され社会経済活動が正常化に向かうなか、景気は緩やかな回復傾向が続きました。一方でエネルギ
ー・食料価格の高騰や世界的な金融引締め等による円安により国内経済景気の押し下げ圧力が強くなり
ました。
　建設業界におきましては、各種政策の効果もあり、公共投資は底堅く推移、民間投資については、住
宅建設は回復の動きが続き、企業の設備投資は持ち直しの動きが見られるものの、資材価格の高騰の高
止まりや需給逼迫による建設コストの増加、技能労働者の需給状況により、厳しい経営環境が続く状況
にありました。
　このような状況のなか、当社におきましては、「中期経営計画2021～2023」の２年目として、デジ
タル環境整備の更なる促進と、働き方改革の推進・定着に取り組みました。また、サステナビリティ経
営を推進し、ＴＣＦＤ提言に則った情報開示を行い、持続可能な社会の実現に向け、社会的価値と経済
的価値の両立を目指し取り組みました。
　業績面につきましては、当連結会計年度の受注高は189,074百万円（前連結会計年度比24.1％増）、
売上高は160,743百万円（前連結会計年度比6.1％増）となりました。利益につきましては、営業利益
は1,233百万円（前連結会計年度比76.5％減）、経常利益は965百万円（前連結会計年度比84.5％
減）、親会社株主に帰属する当期純利益は2,360百万円（前連結会計年度比49.8％減）となりました。
　なお、当社個別の受注高、売上高及び繰越高は次のとおりです。

（単位：百万円）
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事業の状況、財産及び損益の状況

百万円

0

60,000

120,000

180,000

240,000

96,027

81,290

177,317

令和元年度

92,643

62,086

154,730

令和2年度

70,912

81,480

152,393

令和3年度

98,996

90,077

189,074

令和4年度

■ 受注高
189,074百万円（前連結会計年度比 24.1％増）

■ 土木 　■ 建築

240,000
百万円

180,000

120,000

60,000

0

105,642

84,582

2,617
192,842

令和元年度

96,565

82,355

3,099
182,020

令和2年度

85,951

62,596

3,003
151,551

令和3年度

85,551

72,202

2,990
160,743

令和4年度

■ 売上高

■ 土木 　■ 建築 　■ その他

160,743百万円（前連結会計年度比 6.1％増）

8,000
百万円

6,000

4,000

2,000

0

5,815

令和元年度

6,245

令和2年度

5,247

令和3年度

1,233

令和4年度

■ 営業利益
1,233百万円（前連結会計年度比 76.5％減）

8,000
百万円

6,000

4,000

2,000

0

6,053

令和元年度

6,489

令和2年度

6,224

令和3年度

965

令和4年度

■ 経常利益
965百万円（前連結会計年度比 84.5％減）

百万円

0

1,500

3,000

4,500

6,000
4,960

令和元年度

4,387

令和2年度

4,706

令和3年度

2,360

令和4年度

■ 親会社株主に帰属する当期純利益
2,360百万円（前連結会計年度比 49.8％減）

（参考）当社グループの業績の推移
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事業の状況、財産及び損益の状況

２
　 設備投資の状況

　当連結会計年度に実施いたしました当社グループの設備投資の総額は7,323百万円で、このうち主な
ものは当社の賃貸事業用土地・建物の取得であります。

１
　 当社グループの財産及び損益の状況

区　分 第 79 期
(令和元年度)

第 80 期
(令和２年度)

第 81 期
(令和３年度)

第 82 期
(当連結会計年度)

(令和４年度)

受注高 （百万円） 177,317 154,730 152,393 189,074
売上高 （百万円） 192,842 182,020 151,551 160,743
親会社株主に帰属する当期純利益 （百万円） 4,960 4,387 4,706 2,360
１株当たり当期純利益 （円） 317.85 281.13 303.11 154.84
総資産 （百万円） 200,137 185,237 173,079 183,396
純資産 （百万円） 59,735 63,046 63,931 65,543

２
　 当社の財産及び損益の状況

区　分 第 79 期
(令和元年度)

第 80 期
(令和２年度)

第 81 期
(令和３年度)

第 82 期
(当事業年度)
(令和４年度)

受注高 （百万円） 177,110 153,513 151,687 187,871
売上高 （百万円） 190,153 178,228 148,795 157,354
当期純利益 （百万円） 4,764 4,159 5,251 2,217
１株当たり当期純利益 （円） 305.31 266.57 338.22 145.46
総資産 （百万円） 192,794 178,728 165,779 173,015
純資産 （百万円） 57,327 60,732 62,148 63,826

⑵ 財産及び損益の状況
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重要な子会社の状況、対処すべき課題

会　社　名 資本金
（百万円）

当社の出資比率
（％） 主 要 な 事 業 内 容

テッケン興産株式会社 58 100.0 建設資機材の販売、不動産業、保険代理店業、警備業、
機械類賃貸業、スポーツ事業、人材派遣業

株式会社ジェイテック 40 45.0 土木建築工事の施工

鉄建プロパティーズ株式会社 100 100.0 不動産業

⑶ 重要な子会社の状況

⑷ 対処すべき課題
　今後のわが国経済の見通しにつきましては、コロナ禍による社会活動への制約がほぼ解消され、感染
症法上の見直しが図られるなど、withコロナの生活が浸透し、経済活動との両立により国内景気は回復
基調になることが予想されます。ただし、資材価格の高騰、エネルギー高、物流コスト高の影響に十分
注意する必要があります。
　建設業界におきましては、公共投資、住宅建設は底堅く推移していくことが見込まれ、企業の設備投
資については持ち直していくことが期待されます。また、慢性的な技能労働者不足や高齢化など担い手
確保の問題に直面しており、取り巻く環境は依然として厳しさを増しています。
　このような状況のなか、当社におきましては「中期経営計画2021～2023」の最終年度として、人
材・技術・デジタル化推進・脱炭素社会実現に向けた取組などへの必要な投資を進め、次代に向け企業
体質を強化するため、

１.安全・品質・環境を基軸とした持続可能な社会の実現
２.デジタル技術やICTの活用による業務変革（ＤＸ）の推進
３.技術力・営業力向上によるお客さま満足実現と収益拡充
４.企業グループの連携強化
５.働きがいの創出と社員の幸せの実現

に取り組んでまいります。これらの５つの取組方針の総仕上げを行い、ＤＸを原動力とした業務変革の
もとで利益を追求し、「ステークホルダーの満足度向上」、「持続可能社会実現への貢献」の実現を目
指してまいります。
　株主の皆さまにおかれましては、今後とも一層のご理解とご支援を賜りますようお願い申し上げま
す。
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主要な事業内容、主要な営業所等

⑸ 主要な事業内容（令和５年３月31日現在）
　当社グループは、建設事業及び不動産事業を主な事業内容としております。
　主な事業会社である当社は、建設業法により特定建設業者〔（特３）第1220号〕として国土交通大
臣許可を受け、土木、建築及びこれらに関連する事業を行っております。
　また、宅地建物取引業法により宅地建物取引業者〔(14) 第1658号〕として国土交通大臣免許を受
け、不動産に関する事業を行っております。

１
　 当社

札幌支店 （北海道札幌市） 東関東支店 （千葉県千葉市）
東北支店 （宮城県仙台市） 横浜支店 （神奈川県横浜市）
関越支店 （埼玉県さいたま市） 名古屋支店 （愛知県名古屋市）
北陸支店 （新潟県新潟市） 大阪支店 （大阪府大阪市）
東京支店 （東京都千代田区） 広島支店 （広島県広島市）
東京鉄道支店 （東京都千代田区） 九州支店 （福岡県福岡市）

ハノイ事務所
ヤンゴン事務所

（ベトナム社会主義共和国）
（ミャンマー連邦共和国）

プノンペン事務所
ダッカ事務所

（カンボジア王国）
（バングラデシュ人民共和国）

建設技術総合センター （千葉県成田市）

２
　 子会社

テッケン興産株式会社 （東京都文京区）
株式会社ジェイテック （東京都千代田区）
鉄建プロパティーズ株式会社 （東京都千代田区）

⑹ 主要な営業所等（令和５年３月31日現在）

本　　店　　東京都千代田区神田三崎町二丁目５番３号
支　　店

海外事務所
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１
　 当社グループの従業員の状況

従　業　員　数
（名）

前連結会計年度末比増減
（名）

1,963 ▲9

２
　 当社の従業員の状況

従　業　員　数
（名）

前事業年度末比増減
（名）

平　均　年　齢
（歳）

平均勤続年数
（年）

1,811 ▲12 41.5 15.7

⑺ 従業員の状況（令和５年３月31日現在）

借　　　入　　　先 借　　　入　　　額
（百万円）

株式会社みずほ銀行 7,154

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 7,067

株式会社三井住友銀行 4,089

⑻ 主要な借入先の状況（令和５年３月31日現在）
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２ 株式の状況（令和５年３月31日現在）
　

⑴ 発行可能株式総数 29,847,600株

⑵ 発行済株式の総数 15,668,956株

⑶ 株主数 16,960名

株　　　主　　　名 持　株　数
（千株）

持　株　比　率
（％）

東日本旅客鉄道株式会社 2,761 17.7

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 1,714 11.0

株式会社日本カストディ銀行(信託口) 631 4.1

鹿島建設株式会社 470 3.0

ＣＧＭＬ　ＰＢ　ＣＬＩＥＮＴ　ＡＣＣＯＵＮＴ/ＣＯＬＬＡＴＥＲＡＬ 395 2.5

鉄建職員持株会 304 2.0

鉄建取引先持株会 290 1.9

ＤＦＡ　ＩＮＴＬ　ＳＭＡＬＬ　ＣＡＰ　ＶＡＬＵＥ　ＰＯＲＴＦＯＬＩＯ 209 1.3

株式会社みずほ銀行 171 1.1

株式会社三菱UFJ銀行 169 1.1

⑷ 大株主（上位10名）

（注）１．持株比率は、自己株式（82,109株）を控除して計算しております。
２．自己株式82,109株には株式給付信託（ＢＢＴ）が保有する当社株式49,800株は含めておりません。
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３ 会社役員の状況

氏　　名 会社における地位 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 状 況

林　　　康　雄 取締役会長

伊　藤　泰　司 代表取締役社長 執行役員社長

髙　橋　昭　宏 代表取締役 執行役員副社長
DX推進室長

瀬　下　耕　司 取締役 常務執行役員
建築本部長

谷　口　和　善 取締役 常務執行役員
土木本部長

東 海 林　直 人 取締役 常務執行役員
経営企画本部長

草　刈　昭　博 取締役 常務執行役員
管理本部長兼建築本部・管理本部不動産開発室長

池　田　克　彦 取締役
公益財団法人日本道路交通情報センター理事長
株式会社テレビ朝日ホールディングス社外取締役（監査等委員）
株式会社テレビ朝日社外監査役

大　内　雅　博 取締役 高知工科大学教授

富 田　美 栄 子 取締役
弁護士
株式会社日清製粉グループ本社社外取締役（監査等委員）
ファナック株式会社社外取締役（監査等委員）
東京電力パワーグリット株式会社社外監査役

齊　藤　　　誠 取締役 東日本旅客鉄道株式会社執行役員建設工事部長

関　谷　恵　美 取締役 日本グリーン電力開発株式会社代表取締役会長

橋　本　浩　一 常勤監査役

小 佐 野　俊 也 常勤監査役

青　木　二　郎 監査役 弁護士

⑴ 取締役及び監査役の状況（令和５年３月31日現在）

（注）１. 取締役池田克彦氏、大内雅博氏、富田美栄子氏、齊藤誠氏及び関谷恵美氏は、社外取締役であります。
２. 取締役池田克彦氏、大内雅博氏、富田美栄子氏及び関谷恵美氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出てお

ります。
３. 取締役齊藤誠氏は、東日本旅客鉄道株式会社の執行役員建設工事部長を兼務しており、同社は、当社の主要株主であり、特定関係事

業者であります。
４. 監査役小佐野俊也氏及び青木二郎氏は、社外監査役であります。
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５. 監査役小佐野俊也氏及び青木二郎氏につきましては、東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。
６．監査役橋本浩一氏は、過去に当社の経理部門において、長年にわたり業務に携わっており、財務及び会計に関する相当程度の知見を

有するものであります。
７．当社は、当社取締役及び監査役を被保険者として、役員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しており、被保険者がその職務

の執行に関し責任を負うこと又は当該責任の追及に係る請求を受けることによって生じることのある損害を当該保険により填補する
こととしております。ただし、法令違反の行為であることを認識して行った行為の場合等は填補対象外としております。

８．令和５年４月１日付で取締役の担当を次のとおり変更しております。
・谷口和善氏は、常務執行役員土木本部長から常務執行役員安全推進室長に就任いたしました。
・東海林直人氏は、常務執行役員経営企画本部長から常務執行役員経営企画本部長兼人材開発室長に就任いたしました。
・草刈昭博氏は、常務執行役員管理本部長兼建築本部・管理本部不動産開発室長から常務執行役員管理本部長に就任いたしました。
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役員区分 報酬等の総額
（百万円）

報酬等の種類別の総額
（百万円）

対象となる
役員の員数

（人）固定報酬 業績連動報酬等
取締役
（うち社外取締役）

238
(26)

174
(26)

63
(－)

13
(4)

監査役
（うち社外監査役）

44
(26)

31
(18)

13
(7)

3
(2)

合計
（うち社外役員）

283
(52)

206
(44)

77
(7)

16
(6)

⑵ 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等
① 取締役及び監査役の報酬等の総額

（注）１．上表には、令和４年６月29日開催の第81回定時株主総会終結の時をもって退任した取締役2名を含んでおります。
２．当事業年度は非金銭報酬等（業績連動型株式報酬）を支給しておりません。

② 業績連動報酬等に関する事項
　毎月の報酬等の一部を業績連動報酬等として支給しております。業績連動報酬等に係る業績指標は、
当社の前事業年度の当期純利益と株主配当金であり、前事業年度の当期純利益は5,251百万円、株主配
当金は１株につき80円であります。当該業績指標を選定した理由は、当期純利益は事業年度の最終的
な損益の状況を示す指標であり、株主配当金は事業年度の業績及び今後の経営環境等を総合的に勘案し
た株主利益と連動した指標であるからです。業績連動報酬等は、役位・役職ごとの基準額を業績指標の
実績に応じて加減して算定されます。

また、非金銭報酬等は、令和４年６月29日開催の第81回定時株主総会において業績連動型株式報酬
制度の導入が決議されております。業績連動型株式報酬の算定に係る指標は、当連結会計年度の連結営
業利益であり、1,233百万円です。非金銭報酬等は、過去３事業年度の実績を基準値として当連結会計
年度の実績に応じて加減して算定されます。当該業績指標を選定した理由は、連結営業利益は当社グル
ープの本業の連結会計年度の最終的な損益の状況を示す指標であるからです。当該定時株主総会終結時
点の対象となる取締役は７名であります。

③ 取締役及び監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　取締役の報酬等の額は、平成14年６月27日開催の第61回定時株主総会において年額300百万円以内
と決議しております。当該定時株主総会終結時点の取締役の員数は９名であります。
　監査役の報酬等の額は、平成８年６月27日開催の第55回定時株主総会において年額50百万円以内と
決議しております。当該定時株主総会終結時点の監査役の員数は４名であります。
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④ 取締役の個人別の報酬等の内容の決定に関する方針等
当社は、令和３年２月10日開催の取締役会において、取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方

針を決議しております。
なお、令和４年８月10日開催の取締役会において、決定方針を改定決議しております。
取締役会は、当事業年度に係る取締役の個人別の報酬等について、指名報酬諮問委員会で審議された

基準に基づき決定しており、取締役会で決議された決定方針と整合していることや、報酬等の決定に係
る委任を受けた代表取締役社長の権限が限定的であることから、当該決定方針に沿うものであると判断
しております。
　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針の内容の概要は次のとおりであります。
ア. 基本方針

　当社の取締役の報酬等は、企業価値の持続的な向上を図るインセンティブとして機能するよう株主
利益と連動した報酬体系とし、個々の取締役の報酬等の決定に際しては職責を踏まえた適正な水準と
することを基本方針とします。具体的には、各取締役の報酬は、金銭報酬である固定報酬及び業績連
動報酬、並びに株式報酬により構成します。ただし、社外取締役の報酬は、その役割と独立性の観点
から固定報酬のみとします。

イ. 取締役の個人別の報酬等（金銭報酬及び株式報酬）の算定方法の決定に関する方針並びに固定報酬
（金銭報酬）の額及び業績連動報酬（金銭報酬）の額、並びに株式報酬の額の取締役個人別の報酬
等の額に対する割合の決定に関する方針

　取締役の個人別の報酬等の額の算定にあたっては、上場企業等の水準を参考に、建設業界の環境、
当社の状況等を包括的に考慮して報酬指標額を算定します。報酬指標額は、適切なインセンティブと
なるように、固定報酬（金銭報酬）が７割、業績連動報酬（金銭報酬）が３割及び株式報酬で構成さ
れます。

個人別の金銭報酬の額は、業績連動報酬が加減された報酬指標額に基づいて算定された役位別報酬
に、各取締役の業務執行の責任度合い、個人業績評価等を総合的に考慮して加減し支給します。個人
別の株式報酬の額は、事業年度毎の役位に応じたポイントに、会社業績に基づく係数を乗じて決定
し、在任中はポイントを累積し、取締役退任時、累積ポイントに基づき当社株式を給付します。

ウ. 業績連動報酬（金銭報酬）及び、業績連動型株式報酬に係る業績指標の内容及び算定方法の決定に
関する方針

　業績連動報酬（金銭報酬）は、前事業年度の当期純利益と株主配当金の実績に応じて加減し、算定
します。
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１
　 重要な兼職の状況及び当社との関係

　業績連動型株式報酬は、過去３事業年度の連結営業利益に対する当該連結会計年度の達成度に応じ
た係数によりポイントを算定します。

エ. 取締役に対し報酬等を与える時期の決定に関する方針
　取締役に対する金銭報酬は、在任中に毎月定期的に支払います。取締役に対する株式報酬は、在任
中はポイントを累積し、取締役退任時、累積ポイントに基づき当社株式を給付します。

オ. 取締役の個人別の報酬等の内容についての決定の一部を取締役に委任することに関する事項
　取締役の個人別の報酬等は、取締役会決議に基づき代表取締役社長がその具体的内容について委任
をうけるものとし、その権限の内容は、各取締役の業務執行の責任度合い、個人業績評価等による加
減とします。代表取締役社長は、指名報酬諮問委員会の答申を踏まえて、取締役の個人別の報酬等を
決定します。

カ. 取締役の個人別の報酬等の内容についてのその他の決定の方法
　取締役の個人別の報酬等に関する手続の公正性、透明性、客観性を強化し、コーポレート・ガバナ
ンスの充実を図るため、取締役会の諮問機関として指名報酬諮問委員会を設置し、取締役会から諮問
を受けた事項について審議し、取締役会に対して答申します。

⑤ 取締役の個人別の報酬等の決定に係る委任に関する事項
　取締役会は、代表取締役社長伊藤泰司に、各取締役の報酬等の基準となる金額に対する業務執行の責
任度合い、個人業績評価等による加減の決定を委任しております。委任した理由は、当社全体の業績を
勘案しつつ各取締役の評価を行うには代表取締役社長が適していると判断したためであります。

⑶ 社外役員に関する事項

　「⑴ 取締役及び監査役の状況」に記載のとおりであります。
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２
　 当事業年度における主な活動状況

地　位 氏　名 活　動　状　況

取 締 役 池　田　克　彦

当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に出席し、主に警察関係の要職を歴任
された豊富な経験と幅広い見識から適宜発言を行い、客観的な立場から提言をいただいて
おり、特にリスク管理及びコンプライアンス体制の向上に対する助言をいただいておりま
す。

取 締 役 大　内　雅　博
当事業年度に開催された取締役会14回の全てに出席し、主に学術部門での経験を通じて
培われた高い見識から適宜発言を行い、客観的な立場から提言をいただいており、当社現
場施工部門や技術開発部門への助言をいただいております。

取 締 役 富 田　美 栄 子
当事業年度に開催された取締役会14回のうち11回に出席し、主に弁護士として培われた
豊富な知識と経験に基づき、客観的な立場から提言をいただいており、特にコーポレー
ト・ガバナンス充実のための助言をいただいております。

取 締 役 齊　藤　　　誠
令和４年６月29日就任以降、当事業年度に開催された取締役会11回の全てに出席し、主
に建設工事部門等における豊富な経験と知識から適宜発言を行い、客観的な立場から提言
をいただいており、特に鉄道事業者としての視点から、助言をいただいております。

取 締 役 関　谷　恵　美

令和４年６月29日就任以降、当事業年度に開催された取締役会11回のうち10回に出席
し、主に経営者としての豊富な知識と経験から適宜発言を行い、客観的な立場から提言を
いただいており、特に、建設業以外での経営者としての視点から、助言をいただいており
ます。

監 査 役 小 佐 野　俊 也
当事業年度に開催された取締役会14回のうち13回に、監査役会14回のうち13回に出席
し、主に法務部門の責任者などを務めた豊富な業務経験の見地から適宜発言を行っており
ます。

監 査 役 青　木　二　郎 当事業年度に開催された取締役会14回の全てに、監査役会14回の全てに出席し、主に弁
護士として法律に関する専門的見地から適宜発言を行っております。

３
　 責任限定契約の内容の概要

　当社と各社外取締役及び各社外監査役は、当社定款及び会社法第427条第１項の規定に基づき、同法
第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基づく損害賠償責任の
限度額は、同法第425条第１項に定める額としております。
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会計監査人の状況

４ 会計監査人の状況

支　払　額
（百万円）

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 59

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 59

⑴ 名　　　称　　　　　　　　 有限責任 あずさ監査法人

⑵ 報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておら
ず、実質的にも区分できませんので、当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額はこれらの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、公益社団法人日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、前事業年度の監査実績の
分析・評価、監査計画における監査日数・配員計画、会計監査人の職務遂行状況、報酬見積り（監査手続別見積時間等）の相当性な
どを確認し、当事業年度の会計監査人の報酬額については、会社法第399条第１項の同意を行っております。

⑶ 非監査業務の内容
　当社は会計監査人に対して、公認会計士法第２条第１項の監査証明業務以外の業務を委託しておりま
せん。

⑷ 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針
　監査役会は、会計監査人の職務遂行状況（従前の事業年度における職務遂行状況を含む。）、監査体
制、独立性、専門性などの観点から、会計監査人が適正な監査を遂行するに不十分であると判断した場
合には、会計監査人の解任又は不再任を株主総会の付議議案とすることを決議して、取締役会へ請求す
ることといたします。
　また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当し解任が妥当である
と、監査役全員が同意した場合には、会計監査人を解任いたします。
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連結計算書類
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連結貸借対照表

科　　目 金　　額
資産の部
流動資産 116,166
現金預金 17,189
受取手形・完成工事未収入金等 86,501
不動産事業未収入金 11
販売用不動産 74
未成工事支出金 2,021
不動産事業支出金 1,566
その他の棚卸資産 255
その他 8,555
貸倒引当金 △9

固定資産 67,230
有形固定資産 32,763
建物・構築物 12,203
機械・運搬具、工具器具・備品 319
土地 19,914
リース資産 81
建設仮勘定 245
無形固定資産 810
投資その他の資産 33,655
投資有価証券 19,750
その他の関係会社有価証券 10,928
長期貸付金 94
長期未収入金 2,294
破産更生債権等 413
繰延税金資産 34
退職給付に係る資産 762
その他 2,108
貸倒引当金 △2,729

資産合計 183,396
　

科　　目 金　　額
負債の部
流動負債 101,810
支払手形・工事未払金等 46,526
短期借入金 22,918
リース債務 27
未払金 4,544
未成工事受入金 6,871
預り金 15,668
完成工事補償引当金 191
賞与引当金 1,313
工事損失引当金 2,479
その他 1,267

固定負債 16,042
長期借入金 7,115
リース債務 69
繰延税金負債 1,032
再評価に係る繰延税金負債 1,762
退職給付に係る負債 6,014
その他 48

負債合計 117,852
純資産の部
株主資本 53,939
資本金 18,293
資本剰余金 5,329
利益剰余金 30,563
自己株式 △246
その他の包括利益累計額 11,137
その他有価証券評価差額金 8,123
土地再評価差額金 3,247
退職給付に係る調整累計額 △233
非支配株主持分 466
純資産合計 65,543
負債純資産合計 183,396
　

連結貸借対照表（令和５年３月31日現在）
（単位：百万円）
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連結損益計算書

科　　目 金　　額
売上高
完成工事高 157,753
兼業事業売上高 2,990 160,743

売上原価
完成工事原価 146,513
兼業事業売上原価 2,256 148,770

売上総利益
完成工事総利益 11,240
兼業事業総利益 733 11,973

販売費及び一般管理費 10,740
営業利益 1,233

営業外収益
受取利息 10
受取配当金 544
匿名組合投資利益 555
その他 99 1,209

営業外費用
支払利息 368
為替差損 1,014
その他 94 1,477
経常利益 965

特別利益
固定資産売却益 4,198
投資有価証券売却益 1,192 5,391

特別損失
固定資産売却損 13
減損損失 105
貸倒引当金繰入額 2,294
その他 263 2,676
税金等調整前当期純利益 3,680
法人税、住民税及び事業税 881
法人税等調整額 431 1,312
当期純利益 2,367
非支配株主に帰属する当期純利益 6
親会社株主に帰属する当期純利益 2,360

連結損益計算書（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）
（単位：百万円）
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計算書類
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貸借対照表

科　　目 金　　額
資産の部
流動資産 112,251
現金預金 15,706
受取手形 1,377
電子記録債権 28
完成工事未収入金 83,651
兼業事業未収入金 11
販売用不動産 47
未成工事支出金 2,021
兼業事業支出金 13
材料貯蔵品 251
未収入金 7,148
その他 2,002
貸倒引当金 △9

固定資産 60,763
有形固定資産 18,406
建物・構築物 5,882
機械・運搬具 125
工具器具・備品 156
土地 11,917
リース資産 78
建設仮勘定 245
無形固定資産 705
投資その他の資産 41,651
投資有価証券 18,877
関係会社株式 8,772
その他の関係会社有価証券 10,928
長期貸付金 94
長期未収入金 2,294
破産更生債権等 413
長期前払費用 119
前払年金費用 1,052
その他 1,828
貸倒引当金 △2,729

資産合計 173,015
　

科　　目 金　　額
負債の部
流動負債 96,717
支払手形 2,078
電子記録債務 11,181
工事未払金 30,062
短期借入金 21,340
リース債務 26
未払金 4,631
未払法人税等 250
未成工事受入金 6,850
兼業事業受入金 18
預り金 15,463
完成工事補償引当金 191
賞与引当金 1,272
工事損失引当金 2,479
その他 870

固定負債 12,472
長期借入金 3,641
リース債務 67
繰延税金負債 1,139
再評価に係る繰延税金負債 1,756
退職給付引当金 5,835
その他 31

負債合計 109,189
純資産の部
株主資本 51,863
資本金 18,293
資本剰余金 5,289
資本準備金 5,289
利益剰余金 28,527
利益準備金 80
その他利益剰余金 28,447
固定資産圧縮積立金 2,308
繰越利益剰余金 26,138

自己株式 △246
評価・換算差額等 11,963
その他有価証券評価差額金 8,123
土地再評価差額金 3,839
純資産合計 63,826
負債純資産合計 173,015　

貸借対照表（令和５年３月31日現在）
（単位：百万円）
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損益計算書

科　　目 金　　額
売上高
完成工事高 157,022
兼業事業売上高 331 157,354

売上原価
完成工事原価 146,489
兼業事業売上原価 279 146,768

売上総利益
完成工事総利益 10,533
兼業事業総利益 52 10,585

販売費及び一般管理費 9,980
営業利益 605

営業外収益
受取利息及び配当金 627
匿名組合投資利益 555
その他 98 1,281

営業外費用
支払利息 334
為替差損 1,014
その他 74 1,423
経常利益 463

特別利益
固定資産売却益 4,198
投資有価証券売却益 1,192 5,391

特別損失
固定資産売却損 13
減損損失 84
貸倒引当金繰入額 2,294
その他 126 2,518
税引前当期純利益 3,336
法人税、住民税及び事業税 693
法人税等調整額 424 1,118
当期純利益 2,217

損益計算書（令和４年４月１日から令和５年３月31日まで）
（単位：百万円）
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監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
令和５年５月１０日

鉄　建　建　設　株　式　会　社
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
   東京事務所

指定有限責任社員 公認会計士 川 上 尚 志業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 斉 藤 直 樹業 務 執 行 社 員　

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、鉄建建設株式会社の令和４年４月１日から令和５年３月31日ま
での連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記
表について監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、鉄建建
設株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当
監査法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業
倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし
ている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載
内容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容
と連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのよう
な重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

連結計算書類に係る会計監査報告
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連結計算書類に係る会計監査報告

連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表
示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営
者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどう
かを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要
がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示が
ないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること
にある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決
定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の
実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付け
る。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を
喚起すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事
項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、
将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどう
かとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や会
計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

・連結計算書類に対する意見を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手す
る。監査人は、連結計算書類の監査に関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で監査意見に対し
て責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じ
ている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

独立監査人の監査報告書
令和５年５月１０日

鉄　建　建　設　株　式　会　社
　取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人
   東京事務所

指定有限責任社員 公認会計士 川 上 尚 志業 務 執 行 社 員
指定有限責任社員 公認会計士 斉 藤 直 樹業 務 執 行 社 員　

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、鉄建建設株式会社の令和４年４月１日から令和５年３月
31日までの第82期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び
にその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算
書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当
監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫
理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法
人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することに
ある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行
を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重
要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告する
ことが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。

計算書類に係る会計監査報告
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計算書類に係る会計監査報告

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要があ
る場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家として
の判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
・不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案

し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠
を入手する。

・計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価の実
施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

・経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関連
する注記事項の妥当性を評価する。

・経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、継
続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起す
ること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を
表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象
や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかどうか
とともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基礎となる取引や会計事象
を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重
要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並び
に監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講じ
ている場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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監査役会の監査報告

監　査　報　告　書
　当監査役会は、令和４年４月１日から令和５年３月31日までの第82期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査
役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

⑴ 監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほ
か、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

⑵ 各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査
部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査
を実施しました。

①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応
じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしま
した。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子
会社から事業の報告を受けました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会
社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１
項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統
制システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応
じて説明を求め、意見を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂
行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品
質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明
を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資
本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主
資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

2. 監査の結果
⑴ 事業報告等の監査結果

①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めます。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められません。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制システムに関する事

業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。
⑵ 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
⑶ 連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。
令和５年５月11日

鉄 建 建 設 株 式 会 社　 監 査 役 会
常勤監査役 橋 本 浩 一 ㊞
常勤監査役 （社外監査役） 小佐野俊也 ㊞
監　査　役 （社外監査役） 青 木 二 郎 ㊞　

監査役会の監査報告

以　上
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地図

◆ 第82回定時株主総会会場ご案内図
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